
 

 

 

 
 
１．新型コロナウイルス感染症対策で利用可能な厚労省の助成金まとめ 

３月 10 日に発表された新型コロナウイルス感染症緊急対策に関する雇用・事業継続の活用できる助成金を紹介します。 

◎雇用調整助成金：業種を問わず、受注量減や行政の要請での事業所閉鎖、労働者の発症による自主的な事業所閉鎖、

子の世話のため休暇取得など生産体制の維持等が困難になった等、影響を受ける事業主が対象。特例により、直近１カ月

の生産指標が前年同期比 10％以上減、雇用期間６カ月未満の労働者も対象の他、過去１年以内に本助成金を受給してい

ても可能。支給限度日数は１年間で 100 日（３年間で通算 150 日）の制限とは別枠で受給可能となっています。助成額は、

休業手当相当額。休業等を実施したのち必要書類を労働局に提出して支給申請を行います。 

◎時間外労働等改善助成金〔テレワークコース〕：就業規則等を作成・変更し、2 月 17 日から 5 月 31 日の間にテレワークを

新規で導入し、労働者１人以上実施で対象。助成額は対象経費合計額の２分の１（上限 100 万円）で、対象経費は謝金、旅

費、会議費、機械装置等購入費、 委託費等（パソコン、スマホ等の購入費用は対象外。web 会議用機器、社内の PC 遠隔

操作機器等が対象）。５月 29 日までに必要書類をテレワーク相談センターに提出して取組みを実施したのち、7 月 15 日ま

でに支給申請書等を提出します。 

◎小学校休業等対応助成金： 

小学校等（放課後児童クラブ、幼稚園、保育所、認可外保育施設等を含む）の臨時休校等により、３月 31 日までの間に子

の世話を行うため労働者（祖父母や里親等含む）に、年次有給休暇とは別に休暇（半休、時間休を含む）を、年次有給休暇

取得時同様、有給で取得させると、対象となります。助成額は、支払った賃金相当額（日額上限 8,330 円）です。 

３月 10 日時点で申請期間や手続きは未定で、詳細が固まり次第厚労省ホームページ等にて公表される予定です。 

 

２．新型コロナウイルス感染拡大による休業について 

新型コロナウイルス（COVID−19）の感染拡大が続いています。報道にもあるように、特に接客業などは従業員に感染者が

出た場合は消毒を行い、お店の営業を数日間中止しているケースも見受けられます。また濃厚接触者として他の従業員も

検査や２週間の経過観察などで休ませなければならないため、消毒が終わったからと言って従業員を集められず、ほぼそ

の期間は休業せざるを得ないようです。 

労働基準法 26 条では使用者の責に帰すべき事由による休業の場合は休業手当（平均賃金の 100 分の 60）を支払わなけ

ればならないとされています。なお、不可抗力による休業の場合は「使用者の責に帰すべき事由」にあたらず、休業手当の

支払義務はありません。この法律で言う不可抗力による休業とは①その原因が事業の外部より発生した事故であること、②

事業主が通常の経営者として最大の注意を尽くしてもなお避けることができない事故であることの２つの要件を満たす必要

があります。さきほど挙げた接客業の従業員で感染者が出てお店の営業を中止した場合は不可抗力と考えられ、休業手当

の支払いの必要はないものと考えます。 

では、感染が「疑われる」人を休ませた場合はどうでしょうか。会社としては事業継続の観点から休むよう命じることも考え

られますが、疑いの段階では使用者の自主的判断とされ、「使用者に帰すべき事由による休業」となり休業手当を支払う必

要があります。会社が一律『発熱がある場合は休むように』等と命じた場合も同様です。 

なお、この記事は厚生労働省HP「新型コロナウイルスに関する Q &A（企業の方向け）令和 2 年 3 月 9日版」を参照してい

ます。今後の動向により変更となることもありますので厚生労働省から発信される情報にもご注意ください。 

● 編集後記 ● 

 

 

 

東京 2020 オリンピックの 1 年延期、各種イベントの中止・延期、外出自粛要請、新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響はかつてないほどです。未知の病気であることから気を付けるべき

ことも日々更新されています。自分自身や家族を守るため、いつも以上に正確な情報を得る

ようにしていきたいです。 
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